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Ⅰ. 財政再計算結果報告

(計算基準日 2021年3月31日)
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Ⅰ- １．規約上の掛金率の変更は必要なし
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確定給付企業年金法第58条で、「事業主等（企業年金基金のこと）は、少なくとも5年ごとに前条の基準（掛金の額は、給付に要

する費用の額の予想額及び予定運用収入の額に照らし、厚生労働省令で定めるところにより、将来にわたって財政の均衡を保つ

ことができるように計算されるものでなければならない。）に従って掛金の額を再計算しなければならない。」とされています。

定例の財政再計算時期が到来したため、当該財政再計算を実施しました。新掛金の適用（変更）日は2022年4月1日、計算基

準日は2021年3月31日です。

計算基準日における基金加入者は10,777人、平均年齢は41.9歳、平均加入期間は9.1年、平均給与は266,609円でした。

前回再計算からの5年間で、どのような変化があったか、また、それが前回の予測からどれだけ乖離していたかで掛金率が決ま

ってきます。

将来に向けての掛金率（標準掛金率）は、現行（前回再計算結果）の１３．４２‰から、今回の再計算では１３．２８‰と０．１４‰

の低下でしたが、規約上の掛金率は計算結果の小数点以下第1位を切り上げて、１４‰（１．４％）となり、現行と変更なしという

結果となりました。

規約上標準掛金率 １４．００‰ 規約上標準掛金率 １４．００‰

数理上標準掛金率 １３．４２‰ 数理上標準掛金率 １３．２８‰

現
行

新



Ⅰ- ２．掛金率の変動内訳 ①
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計算結果は、複数の「計算基礎率」の変動によって左右されます。以下、変動の内訳について簡単に解説します。

規約上標準掛金率 １４．００‰

数理上標準掛金率 １３．４２‰

▲０．１４‰

 ① 予定利率 ０．００‰

 ② 予定死亡率 ０．００‰

 ③ 予定脱退率 ▲０．１９‰

 ④ 予定昇給指数 ０．００‰

 ⑤ 予定新規加入年齢 ０．０５‰

 ⑥ 再評価率 ０．００‰

 ⑦ 指標利率 ０．００‰

 ⑧ その他 ０．００‰

数理上標準掛金率 １３．２８‰

規約上標準掛金率 １４．００‰

現
行

新

計
算
基
礎
率
の
変
更
に
よ
る
変
動

計算基礎率のうち、① 予定利率、⑥ 再評価率、⑦ 指標利率は、

それぞれ２．０％を継続して使用しているため、掛金率の変動要因と

はなりません。

【用語解説】

① 予定利率 予定利率は将来の給付額を現在価値に換算する割引率という意味と年金資産の
期待収益率という意味を持つ概念で、当基金では２．０％を使用しています。

⑥ 再評価率、⑦ 指標利率 キャッシュバランスプランで、仮想個人勘定残高に付与する利息を
計算する際に用いる利率で、当基金では10年物国債の応募者利回りをベースに０％～４％の
範囲で変動しますが、数理計算上の予測値としては２．０％を使用しています。

計算基礎率のうち、② 予定死亡率は、使用する死亡率が変更され

ていますが、当基金の給付設計は終身年金ではなく有期（確定）年

金のため、死亡率の変動の影響をほとんど受けません。終身年金の

場合に予定死亡率が低下し年金受給者の存命率が高くなると年金

給付額をより多く見込むこととになり、掛金は高くなります。当基金の年

金受給者の中には旧厚生年金基金時代の終身年金（加算部分）を

受給されている方が一部いらっしゃいますが、この方々の給付債務増

加分は別途積立金の取り崩しで対応します。

② 予定死亡率 加入者および年金受給者が将来どのような割合で死亡していくかを想定した率
で、年齢ごとに定められます。企業年金では、法令等で予め定められた基準死亡率を用いるこ
とが一般的で、当基金も基準死亡率を使用しています。



Ⅰ- ２．掛金率の変動内訳 ②
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計算基礎率のうち、③ 予定脱退率が、掛金率を０．１９‰引き下げて

います。

脱退率比較グラフを見ると、前回再計算時の予測に対してこの5年間

の実績が総じて高かったことが分かります。計算上の平均脱退率が

前回の１０．１％から今回は１１．０％に上昇しました。その結果、一般

的に大きな金額を用意しなければいけない高年齢層を例にとると、残

存率が低下（支払人数が減少）しており、将来の平均的な給付の支

払見込み額が減少すると見積もられます。これが掛金率の引き下げ

要因となります。

【用語解説】

③ 予定脱退率 加入者が定年年齢までの間にどのような割合で制度を脱退していくかを想定したも
ので、実績および予測に基づいて年齢ごとに定められます。広義には死亡による脱退も含まれる
が、通常は死亡以外の事由による脱退を意味していて、当基金も狭義の解釈をしています。



Ⅰ- ２．掛金率の変動内訳 ③
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計算基礎率のうち、④ 予定昇給指数については、補正給与比較

グラフで年齢ごとの平均給与（祖平均給）に見られるバラツキを数理

的手法で補正し、加入年齢から定年年齢まで指数化した予定昇給

指数が前回と今回でほぼ一致したため、掛金率への影響はありませ

んでした。

【用語解説】

④ 予定昇給率 加入者の給与が毎年どの程度昇給するかを想定したもので、実績および予測
に基づき年齢ごとに定められます。通常、加入最低年齢から定年年齢まで指数（予定昇給
指数）により表現する。

計算基礎率のうち、⑤ 予定新規加入年齢が掛金率を＋０．０５

‰引き上げています。予定新規加入年齢は、過去3年間の新規

加入者の平均年齢ですが、前回再計算時の34歳から1歳引き上が

り35歳となりました。

これは、現行比で掛金拠出期間が1年短くなることを意味していて、

同じ金額を用意する期間が短くなる分、掛金は上がります。



Ⅰ- ３．まとめ
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１４‰

１‰

償却方法 原則的方法

償却期間 ２５年７ヶ月

別途積立金 ー

ー

ー

加入者 １．００

受給者及び待期者 １．００

１０．１％

０．８％

加入年齢 ３４歳

加入者数

平均年齢 ４１．０歳

平均給与額 ２５８,１９３円

１．００ １．００

１．００ ０．７２

１１．０％ １１．０％

２．０％

２．０％

１００％

０．８％ ０．８％

計
算
の
前
提

一時金選択率

【確定給付企業年金法施行規則 第43条第2項第2号】予定死亡率は、加入者等（加入者及び加入者であった者をいう。以下同じ。）及びその遺

族の性別及び年齢に応じた死亡率として厚生労働大臣が定める率（以下「基準死亡率」という。）とする。ただし、当該確定給付企業年金の加入

者等及びその遺族の死亡の実績及び予測に基づき、次の各号に掲げる加入者、加入者であった者又はその遺族の区分に応じ、当該各号に定め

る範囲内で定めた率を基準死亡率に乗じたものとすることができる。イ 加入者　０以上　ロ 男子であって、加入者であった者又はその遺族　０．７２

以上１．０以下　ハ 女子であって、加入者であった者又はその遺族　０．７２以上１．０以下

１０,７７７人

４１．９歳 ４１．９歳

２６６,６０９円 ２６６,６０９円

計算上の新規加入者

３５歳 ３５歳

計算基準日加入者

再評価率の予測値

指標利率の予測値

最終年齢 ６５歳

昇給指数(平均上昇率)

計算上の平均脱退率

Ⅱ案

Ⅰ案に加え、受給権者の
死亡率について、基準死
亡率に0.72を乗じた率を
使用した結果

現行

２５年７ヶ月

原則的方法

123,485,000円を取崩し

２０２２年４月１日

平成27年3月26日付厚生
労働省告示第148号

令和2年3月26日付厚生労働省告示第89号に定める
基礎死亡率

9,808,000円を取崩し

原則的方法

２５年７ヶ月

予定利率を現行の2.0%と
し、標準掛金及び特別掛
金の拠出額合計の水準を
維持した結果

Ⅰ案

標準掛金

特別掛金

１４‰ １４‰

１‰ １‰

基準死亡率及び
同率に乗じた率

計算結果比較表

財政方式

計算基準日

変更予定日

予定利率

加入年齢方式

２．０％

掛金拠出回数 標準掛金 ： １２回/年、特別掛金 ： １２回/年

資産評価方法 直近財政決算時と同じ方法（時価方式）

２０２１年３月３１日

計算の内容

掛
金
率

掛金率の変更はありません。

基準死亡率の変更がありましたが、当基金の給付設計は終身年
金ではないので、死亡率の低下に伴う掛金増加の影響はほとん
どありません。

脱退率の上昇は掛金引下げ要因。（▲０．１９‰）

新規加入年齢の上昇は掛金引上げ要因。（＋０．０５‰）

法令で許容された範囲で死亡率を最大限保守的に見積もる（現
在適用している死亡率よりも更に長生きする世界を想定）第Ⅱ案
を、当基金の財政再計算結果として採用します。このための原資
は別途積立金を取崩しますが、今後の毎年の決算で死亡率が今
後適用する基礎死亡率どおり推移すると、単年度決算上は差益
が計上されます。資産運用結果に左右されやすい単年度決算の
下支え（安定化）要因となることが期待されます。



Ⅱ. 2022年度 年金資産運用計画
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Ⅱ- １. 2022年度の経済見通し ①
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Ⅱ- １. 2022年度の経済見通し ②
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Ⅱ- ２. 2022年度の年金資産運用方針
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Ⅰ. 資産配分の大枠は変えず、微調整にとどめる。

伝統資産 ： 外国株式▲０．５％、国内債券＋０．５％

オルタナ ： オルタナティブ＋１．０％、一般勘定▲１．０％

Ⅱ. 分散投資を更に進めるためのファンド入替・追加。

株式関係 ： 将来有望な企業に絞り込んで投資する集中投資ファンドの追加。市場全体としては大幅な下落局面でも下げ幅

が小さい、あるいは市場全体としては±０でもプラスの収益が期待できることが追加の理由。内外株式ともに金額

は抑えめで採用することとしたい。（ダウンサイドリスク対応）

一方で、ファンドコンセプトが最近の市場環境と合わなくなっているファンドの整理も合わせて行うこととしたい。

債券関係 ： インフレ進行への対応として世界物価連動国債ファンドを追加。また、アップサイドリスク（景気が良くなりすぎる）

対応として、金額は抑えめでクレジットを収益源泉とする国内債券ファンドを追加することとしたい。

Ⅲ. 基本路線は、不確実性が高く市場の上げ下げの幅が大きくなると予想されるため、市場の流れに一方的に流されないよう

分散投資の徹底を図り、市場の急変時には即座にリバランスを実施するという従来からの方針を継続します。



Ⅱ – ３．2022年度 政策アセットミックス ①
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2021年度との変更点は以下のとおりですが、基本的に微調整にとどめています。

内外債券合計は２５．５％、内外株式合計は２２．５％、短期資産と合わせた伝統資産合計で５０％

残りの５０％をオルタナティブ４１％と一般勘定９％で配分しています。

伝統資産合計５０％のうち、２７％（５割以上）

を代替投資にあて、債券運用では収益上乗せ

、株式運用では市場下落時の下支えを狙い

ます。

リバランス 3% リバランス 3.0% 0.0%
代替投資 9% 代替投資 9.5% 0.5%

小計 12% 小計 12.5% 0.5%
リバランス 6% リバランス 6.0% 0.0%
代替投資 3% 代替投資 3.0% 0.0%

小計 9% 小計 9.0% 0.0%
リバランス 6% リバランス 6.0% 0.0%
代替投資 7% 代替投資 7.0% 0.0%

小計 13% 小計 13.0% 0.0%
リバランス 6% リバランス 6.0% 0.0%
代替投資 8% 代替投資 7.5% -0.5%

小計 14% 小計 13.5% -0.5%
短期資産 リバランス 2% 短期資産 リバランス 2.0% 0.0%

50% 50.0% 0.0%

40% 41.0% 1.0%

10% 9.0% -1.0%

100% 100%

外国債券 外国債券

政策アセットミックス（2021年4月1日） 政策アセットミックス（2022年4月1日）

資産区分 中心値 資産区分 中心値 差額

国内債券 国内債券

国内株式 国内株式

生保一般勘定 生保一般勘定

合計 合計

外国株式 外国株式

伝統資産合計 伝統資産合計

オルタナティブ オルタナティブ

2021年度 2022年度

国内債券 12.0% 国内債券 12.5% 0.5%
国内株式 9.0% 国内株式 9.0% 0.0%
外国債券 13.0% 外国債券 13.0% 0.0%
外国株式 14.0% 外国株式 13.5% -0.5%
短期資産 2.0% 短期資産 2.0% 0.0%

オルタナティブ 40.0% オルタナティブ 41.0% 1.0%
新一般勘定 10.0% 新一般勘定 9.0% -1.0%

合計 100.0% 合計 100.0% 0.0%

期待収益率 ① 3.48% 期待収益率 ① 3.15% -0.33%
標準偏差 ② 6.94% 標準偏差 ② 5.97% -0.97%

①/② 0.50 ①/② 0.53 0.03

政策AM（期待リターン・リスク） 政策AM（期待リターン・リスク） 差額

構成比 構成比 差額

期待収益率は ３．１５％、標準偏差（リスク）は

５．９７％となり、前年度に比べリスクが抑えられ

た結果、運用効率は上昇しています。



Ⅱ – ３．2022年度 政策アセットミックス ②
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別紙２

資産区分

国内債券 3% 1.0% ～ 5.0% 13% 4% ～ 22%

国内株式 6% 1.0% ～ 11.0% 26% 4% ～ 40%

外国債券 6% 2.0% ～ 10.0% 26% 8% ～ 44%

外国株式 6% 1.0% ～ 11.0% 26% 4% ～ 40%

短期資産 2% 1.0% ～ 18.0% 9% 5% ～ 79%

合計 23% 100%

リバランスファンド

中心値 許容乖離幅 中心値 許容乖離幅

←（全体構成比） ←（ファンド内構成比）

年金資産の運用に関する基本方針の別表が以下のとおり変更になります。

備考

国内債券 3.0% 1.0% ～ 5.0%

国内株式 6.0% 1.0% ～ 9.0%

外国債券 6.0% 2.0% ～ 10.0%

外国株式 6.0% 1.0% ～ 9.0%

短期資産 2.0% 1.0% ～ 18.0%

23.0%

国内債券 9.5% 5.0% ～ 15.0%

国内株式 3.0% 1.0% ～ 8.0%

外国債券 7.0% 3.0% ～ 11.0%

外国株式 7.5% 3.5% ～ 11.5%

27.0%

41.0% 38.0% ～ 44.0%

9.0% 7.0% ～ 11.0%

100.0%合計

政策アセットミックス（2022年4月1日） 別紙１

資産区分 中心値 許容乖離幅

BM運用
（リバランス）

別途定めるリバランスルー
ルに基づきリバランスを行
う。

小計

代替投資

時価放置とし、年１回（期
初に）必要に応じてリバラ
ンスを行う。

小計

オルタナティブ

生保一般勘定

期待収益率 ① 3.15%

標準偏差 ② 5.97%

①/② 0.53

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の2021

年度中期金融変数を使用。
オルタナティブについては、ヘッジファ

ンド（ローリスク）とヘッジファンド（ハイリ

スク）をそれぞれ50%組入れる前提で

計算している。

政策AM（期待リターン・リスク）

期待リターン・リスク

円債パッシブ 0.05% 1.91%

円株パッシブ 5.50% 17.35%

外債パッシブ 0.90% 9.30%

外株パッシブ 7.30% 19.10%

ヘッジファンド（ローリスク） 3.00% 6.00%

ヘッジファンド（ハイリスク） 4.00% 8.00%

新一般勘定 1.25% 0.00%

短期資産運用 -0.08% 0.04%

期待収益率 標準偏差

1 2 3 4 5 6 7 8

1 円債パッシブ 1.00

2 円株パッシブ -0.33 1.00

3 外債パッシブ -0.04 0.42 1.00

4 外株パッシブ -0.22 0.73 0.59 1.00

5 ヘッジファンド（ローリスク） -0.03 0.32 0.14 0.43 1.00

6 ヘッジファンド（ハイリスク） 0.06 0.22 0.15 0.36 0.27 1.00

7 新一般勘定 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00

8 短期資産運用 0.10 -0.21 -0.07 -0.16 -0.17 -0.09 0.00 1.00

相関



Ⅱ – ４．2022年度 個別ファンド採用計画
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(1) 債券ファンド ： 経済成長が見通しを大きく上回るアップサイドリスクに備え、国内債券代替投資にクレジットを収益源泉とす

る「内債53F」を追加。インフレ継続への対応として、オルタナティブの債券・インカム戦略に「世界物価連動国債ファンド」を追加。

(2) 株式ファンド ： 市場の上げ下げの幅が大きくなることへの対応として、将来有望な企業に絞り込んで投資する集中投資ファンド

を内外株式ともに追加。また、ファンドコンセプトが最近の市場環境に合わなくなっているファンドの整理も合わせて実施。運用会

社が買収されたことで8月に解約したグローバルＲＥＩＴは、別の運用者によるファンドを採用することで運用再開。

3月末資産残高を7,400百万円（12月末比＋67百万円）と想定し、各資産の

計画残高を計算している。



Ⅲ. 追加採用ファンドについて

１． 三菱UFJ信託 国内債券第53ファンド

14

クレジットを収益源泉とするファンド。アップサイドリ

スク対応目的で国内債券代替投資として採用。



Ⅲ-１．三菱UFJ信託 ： 国内債券第53ファンド

15



Ⅲ-１．三菱UFJ信託 ： 国内債券第53ファンド

16

ハイブリッド債 金利リスクの抑制

金利上昇による時価減少幅はデュレーションを短くすることで相対的に低く抑えられる。



Ⅲ-１．三菱UFJ信託 ： 国内債券第53ファンド ポートフォリオ属性（２０２１年３月末）

17



Ⅲ-１．三菱UFJ信託 ： 国内債券第53ファンド

18

【ファンド調査表】

資産区分

ファンド名称

ベンチマーク

設立年月

目標超過収益率

市場ｴｸｽﾎﾟー ｼﾞｬｰ

推定Ｔ．Ｅ．

時価総額（億円）

銘柄数

運用実績 （単位：％）

2019年度 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年1月 2020年2月 2020年3月 2020年度

ファンド 0.08% 0.08%

【参考】ベンチマーク -1.59% -1.59%

【参考】超過収益率 1.67% 1.67%

2020年度 2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月 2020年9月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2020年度

ファンド 0.32% 0.27% 0.33% 0.21% 0.08% 0.18% 0.17% 0.29% 0.47% 0.18% 0.03% 0.20% 2.74%

【参考】ベンチマーク 0.34% -0.43% -0.40% 0.35% -0.47% 0.29% -0.15% 0.13% 0.02% -0.25% -0.83% 0.70% -0.70%

【参考】超過収益率 -0.02% 0.70% 0.73% -0.14% 0.55% -0.12% 0.32% 0.16% 0.45% 0.42% 0.86% -0.50% 3.44% ↓幾何平均

2021年度 2021年4月 2021年5月 2021年6月 2021年7月 2021年8月 2021年9月 2021年10月 2021年度 過去3年

ファンド 0.36% 0.25% 0.28% 0.20% 0.15% 0.04% 0.10% 1.39% 2.53%

【参考】ベンチマーク 0.19% 0.05% 0.07% 0.49% -0.09% -0.35% -0.10% 0.26% -1.22%

【参考】超過収益率 0.17% 0.21% 0.21% -0.29% 0.24% 0.38% 0.20% 1.13% 3.76%

　運用者報酬以外に発生する報酬（手数料）、流動性制約等ご記入ください

【標準信託報酬率】：50bpを上限に信託財産の額に応じて逓減しますが、個別の報酬率（上限を含みます）および計算方法については、お客様からご提示頂く信託財産の運用に関する運用指針等に基づき、お客様と弊社で協議のうえ決定致しますの
で、詳細内容は営業担当者へご確認下さい。
【信託財産留保金率】：6bｐ。定期的にコスト分析を実施しており、将来見直す可能性があります。
【流動性】：日次　（一定期間を要します。ご相談・ご連絡はお早めにお願いします。）

（2021年10月末現在）

 クオリティスプレッドESG考慮型 （国内債券第53ファンド）

 金利の上乗せによりリターンの底上げが期待できるクレジット投資に特化します。 投資適格の中でも利回りの高いハイブリッド債・社債を中心に投資し、中長期で1.0～1.5％程度の絶対リターンを目指します。
 金利リスクに関しては、債券先物を活用して金利デュレーションは3年程度に抑制することで、国内債券の潜在的な金利上昇リスクに備え、安定的な運用を追求します。
 財務分析に加え、ESG要素を含む非財務分析を重視し、綿密な信用力分析を行うことにより、ダウンサイドリスクの抑制を図るとともに、投資魅力度の高い銘柄をピックアップすることに努めます。

 設定なし

 設定なし。　なお、中長期的に1.0～1.5％程度の収益の獲得を目指して運用します。

 2020/2/1

運用方針

 国内債券

　合同口については「基準価格騰落率」、それ以外は「運用者報酬控除後、円ベース」でご記入ください。

 金利デュレーション ： 3年程度（下限：0年、上限：5年、先物の売り建てを活用しコントロール） 

604

80

 リスク水準 ： 目安1～2％程度（上限5.0％）

＊下記の実績蘭については、当ファンドはノンベンチマークですが、ご参考までにNOMURA-BPI（総合）のパフォーマンスを表示しています。



Ⅲ. 追加採用ファンドについて

２． 三菱UFJ信託 ： 外国債券第159ファンド
「世界物価連動国債インデックス型」

19

インフレ進行が想定されるなか、このファンドは

想定元金と利子額がインフレに伴い増加するた

め、インフレヘッジ効果を期待して採用。



Ⅲ-２．三菱UFJ信託 ： 外国債券第159ファンド 「世界物価連動国債インデックス型」
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Ⅲ-２．三菱UFJ信託 ： 外国債券第159ファンド 「世界物価連動国債インデックス型」
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Ⅲ-２．三菱UFJ信託 ： 外国債券第159ファンド 「世界物価連動国債インデックス型」
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Ⅲ-２．三菱UFJ信託 ： 外国債券第159ファンド 「世界物価連動国債インデックス型」

23

【ファンド調査表】

資産区分

ファンド名称

運用方針

ベンチマーク

設立年月

目標超過収益率

市場ｴｸｽﾎﾟー ｼﾞｬｰ

推定Ｔ．Ｅ．

時価総額（億円）

銘柄数

運用実績 （単位：％）

2019年度 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年1月 2020年2月 2020年3月 2020年度

ファンド -0.37% 1.98% 0.43% 1.74% 2.70% -1.09% -1.92% -0.65% -0.67% 2.68% 0.99% -3.54% 2.09%

ベンチマーク -0.34% 1.97% 0.47% 1.71% 2.68% -1.07% -1.90% -0.68% -0.74% 2.75% 0.97% -3.56% 2.09%

超過収益率 -0.03% 0.01% -0.04% 0.03% 0.02% -0.02% -0.02% 0.03% 0.06% -0.07% 0.02% 0.02% 0.00%

2020年度 2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月 2020年9月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2020年度

ファンド 2.89% 1.65% 1.11% 1.84% -1.02% 0.36% 0.01% 0.93% 0.52% -0.63% -3.19% 0.99% 5.47%

ベンチマーク 3.04% 1.67% 1.12% 1.85% -1.02% 0.34% 0.03% 0.88% 0.74% -0.80% -2.88% 0.85% 5.84%

超過収益率 -0.15% -0.02% -0.01% -0.01% 0.00% 0.03% -0.02% 0.06% -0.22% 0.18% -0.31% 0.14% -0.37% ↓幾何平均

2021年度 2021年4月 2021年5月 2021年6月 2021年7月 2021年8月 2021年9月 2021年10月 2021年度 過去3年

ファンド 0.85% 1.72% 0.42% 3.65% 0.07% -1.80% 2.10% 7.13% 5.68%

ベンチマーク 0.80% 1.66% 0.33% 3.82% -0.05% -1.67% 1.94% 6.94% 5.75%

超過収益率 0.05% 0.07% 0.08% -0.17% 0.12% -0.13% 0.16% 0.20% -0.07%

　運用者報酬以外に発生する報酬（手数料）、流動性制約等ご記入ください

【弊社年金信託報酬】：標準信託報酬率は、67.5bpを上限に信託財産の額に応じて逓減しますが、個別の報酬率（上限を含みます）および計算方法については、お客様からご提示頂く信託財産の運用に関する運用指針等に基づき、お客様と弊社で協
議のうえ決定致しますので、詳細内容は営業担当者へご確認下さい。
【信託財産留保金料率】：12bp（信託財産留保金の料率は見直す場合があります。）

【流動性】：原則日次。市場の休場等でお取引をお受けできない場合があります。前広にお申し出ください。
当該ファンドにおいてはレンディングは実施しません。
当該ファンドにおいて投資する物価連動国債の中には、償還時における元本保証の無いものも含まれます。また、当該ファンドは、投資期間中、保有銘柄は日々時価評価が行われるとともに、原則、償還時まで銘柄を保有しないことから、お客様の投資
元本を保証する商品ではございません。

（2021年10月末現在）

フルヘッジ外国債券第159ファンド （世界物価連動国債インデックス型（除く日本））

下記に表示するベンチマークに連動する収益の獲得を目指します（パッシブ運用。層化抽出法）。

ブルームバーグ世界物価連動国債インデックス（除く日本・円ヘッジ・円ベース）　　（Bloomberg World Government Ex-Japan Inflation-Linked Index(円ヘッジ・円ベース)）

設定なし

2014年8月

外国債券

　合同口については「基準価格騰落率」、それ以外は「運用者報酬控除後、円ベース」でご記入ください。

上記ベンチマークのデュレーションに準拠したリスクを取ることとなります。

416

129

推定T.E.　0.5％以下



Ⅲ. 追加採用ファンドについて

３． 国内株式 ： ﾌｧｰｽﾄ･ｾﾝﾃｨｱ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ
日本株戦略ファンド

24

オルタナティブ運用の国内株式戦略に、銘柄を

厳選した集中投資ファンドを追加します。



Ⅲ-３．国内株式 ： ファースト・センティア・インベスターズ日本株戦略ファンド

25



Ⅲ-３．国内株式 ： ファースト・センティア・インベスターズ日本株戦略ファンド
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Ⅲ-３．国内株式 ： ファースト・センティア・インベスターズ日本株戦略ファンド

27

ポートフォリオの主要銘柄



Ⅲ-３．国内株式 ： ファースト・センティア・インベスターズ日本株戦略ファンド

28

【ファンド調査表】

資産区分

ファンド名称

ベンチマーク

設立年月

目標超過収益率

市場ｴｸｽﾎﾟー ｼﾞｬｰ

推定Ｔ．Ｅ．

時価総額（億円）

銘柄数

運用実績 （単位：％）

2019年度 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年1月 2020年2月 2020年3月 2020年度

ファンド 2.92% -4.78% 2.45% 2.27% -1.13% 7.66% 6.22% 4.09% 0.26% -5.78% -11.54% -0.27% 0.70%

ベンチマーク 2.02% -6.37% 2.97% 0.92% -3.22% 6.09% 4.88% 1.87% 1.33% -1.62% -9.57% -6.90% -8.62%

超過収益率 0.90% 1.60% -0.49% 1.35% 2.10% 1.73% 1.34% 2.22% -1.04% -4.16% -1.96% 6.80% 9.32%

2020年度 2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月 2020年9月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2020年度

ファンド 10.36% 12.39% 2.25% 1.39% 3.19% 6.66% 1.62% 15.05% -0.49% -2.48% -1.19% 3.94% 64.91%

ベンチマーク 4.39% 6.72% 0.15% -3.55% 7.94% 0.62% -2.52% 12.21% 3.12% 0.39% 3.31% 4.95% 43.48%

超過収益率 5.96% 5.68% 2.12% 4.95% -4.74% 6.17% 4.14% 2.85% -3.59% -2.87% -4.50% -1.01% 21.43% ↓幾何平均

2021年度 2021年4月 2021年5月 2021年6月 2021年7月 2021年8月 2021年9月 2021年10月 2021年度 過去3年

ファンド -0.79% -0.41% 5.09% -1.08% 8.53% 3.57% 1.47% 17.14% 29.38%

ベンチマーク -2.59% 1.65% 1.18% -2.37% 3.18% 4.48% -1.24% 4.15% 12.82%

超過収益率 1.80% -2.06% 3.91% 1.28% 5.35% -0.91% 2.71% 12.99% 16.56%

　運用者報酬以外に発生する報酬（手数料）、流動性制約等ご記入ください

【投資スキーム】：合同口を通じて投資信託（アイルランド籍投資信託）へ投資を行います。当該投資信託に係る運用者報酬は55ｂｐです。
【弊社年金信託報酬】：標準信託報酬率は一律20bpとなりますが、個別の報酬率および計算方法については、お客様からご提示頂く信託財産の運用に関する運用指針等に基づき、お客様と弊社で協議のうえ決定致します。
【信託財産留保金率】：5ｂｐ（定期的にコスト分析を実施しており、将来見直す可能性があります）
【流動性】：原則日次（市場の休場等でお取引をお受けできない場合があります。前広にお申し出ください。）。　アイルランド籍投資信託の10％を超える大口解約の際には流動化に一部制限が生じる可能性があるため、回収にも一定の期間を要する可
能性があります。

（2021年10月末現在）

国内株式アクティブ日本株戦略ファンド　（国内株式第122ファンド）

クォリティーの高い経営陣・事業フランチャイズ・企業財務、中長期的な成長力、およびバリュエーションを重視したファンダメンタルズ分析によるボトムアップ運用です。（運用スタイル：クオリティー・グロース）
アジア株式を中心に長年手掛けてきた知見を活かし、日本企業にとってのアジア市場、競合会社、業界クロスチェック等を俯瞰的に分析し銘柄選択に活用します。

MSCI JAPANインデックス（円ベース、税引前・配当込）

本プロダクトは特定の株価指数との連動性を意識する運用は行わない為、設定しません。

2015年2月　（弊社から国内の企業年金のお客様へのご提供を開始したのは2021年3月です）

運用方針

国内株式

　合同口については「基準価格騰落率」、それ以外は「運用者報酬控除後、円ベース」でご記入ください。

本プロダクトは特定の株価指数との連動性を意識する運用は行わない為、β値のコントロールは行いません。

157

51

本プロダクトは特定の株価指数との連動性を意識する運用は行わない為、推定トラッキングエラーによるリスクコントロール等は行いません。

＊下記のパフォーマンスに関する留意事項 出所：FSI、円建て代表口座のリターン・データを使用。弊社合同ファンドとは若干の差異があります。



Ⅲ. 追加採用ファンドについて

４． 外国株式 ： ＷＣＭクオリティ・グローバル・グロース
株式運用戦略ファンド

29

外国株式代替投資として、銘柄を厳選した集中

投資ファンドを追加します。



Ⅲ-４．外国株式 ： ＷＣＭクオリティ・グローバル・グロース株式運用戦略ファンド
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Ⅲ-４．外国株式 ： ＷＣＭクオリティ・グローバル・グロース株式運用戦略ファンド
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Ⅲ-４．外国株式 ： ＷＣＭクオリティ・グローバル・グロース株式運用戦略ファンド

32

【ファンド調査表】

資産区分

ファンド名称

ベンチマーク

設立年月

目標超過収益率

市場ｴｸｽﾎﾟー ｼﾞｬｰ

推定Ｔ．Ｅ．

時価総額（億円）

銘柄数

運用実績 （単位：％）

2019年度 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年1月 2020年2月 2020年3月 2019年度

ファンド 3.69% -5.10% 7.19% 0.59% -2.19% 0.88% 0.83% 3.72% 3.05% 0.79% -5.69% -8.87% -2.27%

ベンチマーク 4.07% -8.22% 5.77% 1.10% -4.51% 4.01% 2.79% 3.82% 2.77% -1.34% -8.48% -13.37% -12.96%

超過収益率 -0.39% 3.12% 1.42% -0.51% 2.32% -3.13% -1.97% -0.10% 0.28% 2.14% 2.79% 4.50% 10.69%

2020年度 2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月 2020年9月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2020年度

ファンド 12.12% 9.93% 3.61% 5.80% 4.31% -2.07% -1.25% 11.18% 4.44% -0.20% 2.49% 3.04% 66.79%

ベンチマーク 9.72% 5.19% 3.38% 3.22% 6.47% -3.66% -3.32% 12.08% 3.65% 0.97% 4.15% 6.54% 58.97%

超過収益率 2.41% 4.74% 0.23% 2.57% -2.16% 1.59% 2.07% -0.90% 0.79% -1.17% -1.66% -3.50% 7.82% ↓幾何平均

2021年度 2021年4月 2021年5月 2021年6月 2021年7月 2021年8月 2021年9月 2021年10月 2021年度 過去3年

ファンド 5.06% 0.81% 4.42% 2.24% 2.40% -3.21% 12.07% 27.20%

ベンチマーク 3.28% 1.69% 2.83% -0.41% 2.64% -2.59% 7.54% 17.20%

超過収益率 1.77% -0.89% 1.59% 2.65% -0.23% -0.62% 4.53% 10.00%

※過去3年の実績は2019年4月～2021年9月の期間で算出しています。

30～40銘柄程度

 目標値の設定なし（過去の実績TEは４～7％）

※既存ファンドの実績を入力しております。また、既存ファンド・ベンチマーク実績についていずれも円ベースで実績を入力しており、既存ファンド実績については運用者報酬控除前となっております。 (2021年9月末まで実績）

　運用者報酬以外に発生する報酬（手数料）、流動性制約等ご記入ください

・確定給付企業年金の場合、受託残高に応じて、0.575％～0.955％の固定報酬となります。詳細は別途お問い合わせください。
・新規のお客様は、原則毎月1日付けにて契約締結可能です。運用口の変更については、月8回設定されている振替日（1・5・9・13・16・20・24・27日）にて資金移動が可能です。
 特別勘定特約のご解約（資金回収）については、弊社の設定する月4回の振替日（1・9・16・24日）に特別勘定から一般勘定へ資金を移動します。お客様への払い出しについては、一般勘定の契約状況等によって必要日数が異なりますので、詳細は
別途お問い合わせ下さい。

（2021年10月末現在）

 グローバル株式総合口Ⅰ型

 グローバル株式を投資対象に、「参入障壁」「企業文化」「構造的成長力」を有する割安な銘柄に集中投資するアクティブ運用戦略。
 ・日本を含む全世界を対象とした株式指数をベンチマークとし、当ベンチマークに対する超過収益の獲得を目指す。
 ・「参入障壁」「企業文化」「構造的成長力」を有する割安な銘柄をリサーチし、確信度の高い銘柄を厳選し、集中投資。
 ・競争優位性を有する銘柄を厳選して保有することで、下落局面でも安定したパフォーマンスを実現。
 ・株式運用に特化した米国資産運用会社 WCMが提供する株式運用戦略。

 MSCI ACWI（MSCI All Country World Index）（円ベース）

 ベンチマークに対する超過収益の獲得（目標値の設定なし）

 2022/1運用開始予定（既存ファンド：2008/4）

運用方針

 グローバル株式

　合同口については「基準価格騰落率」、それ以外は「運用者報酬控除後、円ベース」でご記入ください。

 投資対象：全世界の上場銘柄(ベンチマーク構成銘柄以外も含む)
 セクター配分：最低15産業への分散投資、1産業あたりの上限は15％。また、各セクターのエクスポージャーは35%が上限
 地域配分：新興国の組み入れ比率は、35％が上限

－(既存ファンド：17,883M＄)



Ⅲ. 追加採用ファンドについて

５． みずほ信託 ： 第91外貨建証券口
Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ連動
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外国株式代替投資として、グローバルＲＥＩＴの

ファンド運用者を入れ替え運用再開するもの。



Ⅲ-５．みずほ信託 ： 第91外貨建証券口（Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ連動）
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Ⅲ-５．みずほ信託 ： 第91外貨建証券口（Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ連動）
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【ファンド調査表】

資産区分

ファンド名称

運用方針

ベンチマーク

設立年月

目標超過収益率

市場ｴｸｽﾎﾟー ｼﾞｬｰ

推定Ｔ．Ｅ．

時価総額（億円）  (2021年9月末基準)

銘柄数  (2021年9月末基準)

運用実績 （単位：％）

2019年度 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年1月 2020年2月 2020年3月 2019年度

ファンド 0.23% -3.04% 1.24% 1.17% -0.02% 4.29% 2.26% 0.18% -0.69% 0.35% -8.51% -22.67% -25.05%

ベンチマーク 0.24% -3.03% 1.25% 1.21% 0.01% 4.53% 2.30% 0.17% -0.67% 0.36% -8.54% -23.01% -25.11%

超過収益率 -0.01% -0.01% -0.01% -0.04% -0.03% -0.24% -0.03% 0.00% -0.02% -0.01% 0.03% 0.34% 0.06%

2020年度 2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月 2020年9月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2020年度

ファンド 7.49% 0.92% 2.91% 2.12% 1.93% -4.04% -3.78% 12.18% 2.68% 1.04% 4.96% 7.65% 41.08%

ベンチマーク 7.64% 0.99% 2.99% 2.17% 1.95% -4.02% -3.79% 12.32% 2.70% 1.04% 4.80% 7.69% 41.66%

超過収益率 -0.14% -0.06% -0.09% -0.05% -0.02% -0.02% 0.01% -0.14% -0.03% 0.00% 0.16% -0.05% -0.58%

2021年度 2021年4月 2021年5月 2021年6月 2021年7月 2021年8月 2021年9月 2021年10月 2021年度 過去3年

ファンド 6.10% 1.57% 3.25% 3.17% 2.07% -4.15% 9.31% 22.76% 8.51%

ベンチマーク 6.17% 1.59% 3.26% 3.21% 2.09% -4.16% 9.35% 22.98% 8.77%

超過収益率 -0.08% -0.01% -0.01% -0.04% -0.02% 0.01% -0.04% -0.23% -0.26%

↓幾何平均
2018年4月
~2021年3月

　運用者報酬以外に発生する報酬（手数料）、流動性制約等ご記入ください

【信託報酬】
一律：0.5%

【流動性】
日次売買可能

（2021年10月末現在）

第91外貨建証券口（S&P先進国REIT連動）

個別銘柄のウェイトをベンチマークに近づけることにより、S&P先進国REITの収益率との連動を目指す。

S&P先進国REIT連動(除く日本)（配当込・税引き前・円ベース）

パッシブ連動ファンド

2005年1月

オルタナティブ

　合同口については「基準価格騰落率」、それ以外は「運用者報酬控除後、円ベース」でご記入ください。

カントリーウエイト：北米77.3%、豪州・アジア12.6%、欧州・中東10.1%(2021年9月末基準)
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T.E.≦0.10%　(2021年9月末：0.03%)
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